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最近の泥炭性軟弱地盤対策について 

 土質基礎研究室 

 

１．はじめに 

 

泥炭層の下位に軟弱な粘性土層が厚く堆積した地盤 

のことを泥炭性軟弱地盤と呼んでいる。地域によって 

は、泥炭層と粘性土層の間に砂層を挟むこともある。 

泥炭性軟弱地盤は、極端に圧縮性が高く、せん断強 

さが小さい。このような地盤に土木構造物を築造する 

と地盤のすべり破壊、不同沈下、供用後も続く残留沈 

下が発生しやすい。さらに、周辺地盤の共下がりや隆 

起、施工機械や交通車両による地盤振動などの問題も 

あり、昔から北海道の土木技術者を悩まし続けてきた。 

本文では、泥炭性軟弱地盤の対策工法について、過 

去からの経緯、最近の動向などについて解説する。 

 

２．泥炭性軟弱地盤対策工法の経緯 

 

土木の分野における泥炭性軟弱地盤対策は、戦後ま 

もなくから本格的な研究・技術開発が始まり、現在も 

継続されている。その間、細かく分類すると20以上も 

の工法が試みられ、泥炭性軟弱地盤に対する適用性の 

検証、設計・施工方法の改良がされてきた。そのあた 

りの研究成果および歴史的経緯については、「泥炭地 

 

盤工学」1)に詳しく記載されているが、このうち代表 

的なものを時系列的に整理すると図－１のようになる。 

図を見ると、対策工法にも、はやり・すたりがあるよ 

うに見受けられる。これは、地盤の性質が変化したか 

らではなく、その時々の事業の性質、構造物に求めら 

れる機能などの変化に応じて主流となる工法が移り 

変ってきたことに他ならない。 

 

３．最近の動向 

 

泥炭性軟弱地盤に関する長年の経験的知見および研 

究成果に基づいて、昭和63年に「泥炭性軟弱地盤対策 

工指針」２)が発刊され、この種の地盤の調査・設計・ 

施工に活用されている。しかし、その後北海道開発局 

の事業内容、公共事業に対する状況は急激に変化して 

おり、それに伴い泥炭性軟弱地盤対策に関しても新た 

な問題点が生じてきている。また、その解決のために、 

新たな試みが行われている。 

 

３－１ 状況の変化 

■コスト縮減と早期供用 

軟弱地盤対策においては、「お金をかける」か「時 
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間をかける」ことが重要となる。泥炭性軟弱地盤では、 

ことさらに大切である。つまり、工期に余裕がある場 

合は、載荷重工法など経済的な工法が採用できるが、 

工期の制約が厳しい場合は、工費はかかるが改良効果 

を短期間で得ることのできる対策工法が必要となる。 

ところが、最近の公共事業には、「建設コストの縮 

減」と「施設の早期供用」が求められている。これは、 

前述の「お金をかける」か「時間をかける」という軟 

弱地盤対策の基本とは、全く逆の要求である。この要 

求を安直に軟弱地盤対策に当てはめると、不安定な構 

造物や供用後の維持補修に苦労する施設を作ることに 

なる。 

■高規格道路 

北海道開発局の道路部門においては、10年ほど前か 

ら、事業が一般国道の改築から高規格幹線道路・地域 

高規格道路（以下、高規格道路と呼ぶ）の建設に大き 

くシフトしてきている。現在、深川留萌自動車道、日 

高自動車道、函館江差自動車道、釧路新道・釧路外環 

状道路、豊富バイパス、美幌バイパス、当別バイパス 

などの高規格道路が泥炭性軟弱地盤上に建設されてい 
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る。 

 高規格道路では、今まで開発局があまり経験してこ 

なかった大規模な盛土を築造しなければならない。加 

えて、ボックスカルバートなどの横断構造物が多く、 

泥炭性軟弱地盤特有の長期にわたる沈下に起因した路 

面段差の問題も無視できない。 

■対策工法の二極化 

対策工法の設計にあたっては、多種多様な工法の中 

から、その現場に最も適したものを選択する必要があ 

る。しかし、騒音振動の問題からサンドコンパクショ 

ンパイル工法が使いづらくなっていたり、現場発生土 

抑制の観点から置換え工法を大規模に採用することが 

困難になっているなど、選択肢が限定される傾向にあ 

る。 

結果として、載荷重工法など経済的な工法で対応で 

きない場合、その対極にある深層混合処理工法・軽量 

盛土工法など高価なものを選択せざるを得ない状況が 

少なくない。対策工法の選択肢を広げるために、工 

費・工期ともに、両者の中間に位置する工法の開発が 

求められている（図－２）。 

 

３－２ 新しい試みの一例 

前述の問題を解決するために、いくつかの検討が行 

われている。そのうち、337号当別バイパス（札幌開 

発建設部）で実施された強制圧密脱水工法とプラス 

チックドレーン工法の試験施工を中心に紹介する。 

(1) 強制圧密脱水工法 

強制圧密脱水工法（Compact Vacuum Consolidation 

工法：CVC工法）は、真空ポンプを用いて地盤内の 

間隙水や空気を排出することにより、負圧を作用させ 

強制的に圧密を促進して、短期間で沈下の収束や地盤 

の強度増加を図る工法である。具体的には、軟弱地盤 

中に鉛直ドレーン材を打設し、地盤の表面を気密シー 

トで覆った後、ドレーン材を通じてポンプ排出する 

（写真－１，図－３）。 



CVC工法は、1960年代にわが国へ導入された大気 

圧工法を改良したものである。大気圧工法は導入当時、 

試験的に施工が行われたが、いくつかの技術的問題が 

あり、実用化に至らなかった。しかし近年、ドレーン 

材料や気密シートなどの性能改善がされ、改良効果の 

向上が図られたことから、近年その有効性が注目され 

ている３)。 

ところが、泥炭性軟弱地盤に対して施工実績がなく、 

改良効果が全くの未知であった。懸念された主な問題 

は、次の事項である。 

①泥炭は粘性土に比べ透水性が高いので、充分な改良 

効果(圧密排水の促進)が期待できないのではないか 

②軟弱層が厚い場合や泥炭層と粘土層の間に砂層があ 

る場合、深部まで改良効果が得られない可能性がある 

③設計法（強度増加予測、沈下予測）や施工管理基準 

が確立していない 

このため、平成９年から337号当別バイパスにおい 

て、試験施工による改良効果の検証が行われた4)5)6)。 

試験施工の代表的な断面を図－４に示す。事前の解析結 

果では、緩速載荷での限界盛土厚が4m程度であった。 
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試験施工の結果、通常では考えられない速い盛土速 

度（6.9cm/day～18.5cm/day）で限界盛土厚の1.5～ 

3倍（６ｍ～13ｍ）の高盛土を施工できることが確認 

された。このことは、施工初期における圧密促進効果 

とそれに伴う地盤強度の増加があったことを明白に示 

している。加えて、周辺地盤への変形が極めて少ない 

ことがわかった。 

また、CVC工法の特徴である負圧について、透水 

性の高い泥炭層や深い粘性土層においても作用するこ 

とが明らかになった。ただし、その負圧量はシート直 

下で測定された量よりも少ないことから、設計値とし 

て負圧をどの程度評価できるかを検討する必要がある。 

なお、試験施工箇所では、現在も動態観測が継続され 

ており、盛土施工後の長期的な沈下について調査中で 

ある。 

(2) プラスチックドレーン工法 

 プラスチックドレーン工法（Plastic Drain 工法：PD 

工法）についても、泥炭性軟弱地盤において、改良効 

果が確認された事例がないことから、当別バイパスで 

試験施工が実施された。 

試験の結果、無対策の盛土と比較して、早期に沈下 

が進行することが確認され、無対策区間の2倍程度の 

盛土厚を施工することができた7)8)。過去の研究によ 

れば9)、バーチカルドレーン工法うちサンドドレーン 

工法は、泥炭層に対して効果が認められず、実際の工 

事でも採用されることはなかった。しかし、PD工法 

による効果が確認されたことで、対策工法の選択肢の 

ひとつに挙げられる可能性がでてきた。 

なお、PD工法についてもCVC工法と同様に、盛 

土施工後の長期的な沈下について調査中である。 

(3) その他 

この他にも深層混合処理工法・軽量盛土工法などの 

高価な工法の合理化（コスト縮減化）に向けた検討も 

進められている。また、周辺に与える影響を低減した 

サンドコンパクションパイル工法など新工法の開発も 

行われている。 

 

４．今後の展望 

 

CVC工法・PD工法とも、泥炭性軟弱地盤の対策工 

法として確立しつつある。残された課題は、改良効果 

の定量的な評価である。この課題を解決することに 

よって、はじめて既に確立した他の工法との公平な比 

較が可能となる。さらには、設計法の確立にも発展し 

ていくものと考えられる。 

 

５．あとがき 

 

新技術・新工法が、「絵に描いた餅」で終わってし 

まわないためには、実際に現場で使ってみる大胆さが 

重要であることはいうまでもない。発注者には、実績 

の少ないものを採用することに抵抗があるとは思うが、 

最も確からしい答えを導いてくれるのは、実際の現場 

での挙動であることに間違いないのである。 

そのような状況の中、今年度、38号釧路新道（釧路 

開発建設部）においても、CVC工法およびPD工法 

の試験施工が実施された。これからも、現場における
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積極的な取組みが期待される。 

 

(文責 林 宏親) 
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